
答申第５３号

「県営住宅入居申込案内中の裁量階層世帯（障害者等の世帯の条件）の各障害者の

等級がわかる文書の非開示決定（不存在）に係る異議申立てに対する決定」につい

ての答申

栃木県情報公開審査会
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第１ 審査会の結論

栃木県知事（以下第２の２を除き「実施機関」という。）が、「県営住宅入居者申

込案内（以下「本件申込案内」という。）の中で、裁量階層世帯（障害者等の世帯の

条件）身体障害者（１級から４級）、精神障害者（１級又は２級程度）又は知的障害

者（重度又は中程度）。等級がわかる文書」（以下「本件公文書」という。）につい

て、非開示決定をしたことは妥当である。

第２ 異議申立人の主張要旨

１ 異議申立ての趣旨

異議申立人は、実施機関に対し、平成２１年１０月２１日付けで、本件公文書の開

示請求（以下「本件開示請求」という。）を行った。

実施機関は、本件公文書を保有していないことから、本件開示請求に対して、平成

２１年１０月２６日付けで、栃木県情報公開条例（平成１１年栃木県条例第３２号。

以下「条例」という。）第１１条第２項の規定に基づき非開示決定を行った。

本件異議申立ての趣旨は、この非開示決定について、その処分を取り消し、裁量階

層世帯（障害者等の世帯）の条件は、栃木県県土整備部住宅課担当者の記載ミスとの

決定を求めるものである。

２ 異議申立ての理由等

異議申立書における異議申立人の主張は、おおむね次のとおりである。

(1) 栃木県公式ホームページで案内されている本件申込案内の１の入居申込者資格の中

で裁量階層世帯（障害者等の世帯）の条件が記載されている。

記載されている内容は、何がしかの書類を参考にしたものであり、開示請求に係る

公文書は保有していないとした内容の処分をしたことは誠に遺憾である。また、異議

申立人が公文書開示請求書において開示請求した内容は、栃木県公式ホームページに

記載した担当者が使用した何がしかの書類を開示請求したものである。実施機関の長

は、開示請求書の回答担当者の記載をした公文書非開示決定通知書の内容を確認すべ

きである。確認なき場合、文書が存在しても、開示請求に係る公文書は保有していな

いという回答になるため改善を要求する。

(2) その他の改善を要求する。

ア 異議申立書が貴庁に届いた時点で、貴庁は異議申立人に対して、受領した旨の通

知をすべきである。

イ 貴庁が異議申立書を受領した後、異議申立書に補正がある場合は補正命令をし、

補正がない場合は受理したことを通知すべきである。

ウ 異議申立書の担当は各部署の部長になる。

エ 異議申立書の答弁は各部署の部長が担当し、処分庁経由で異議申立人に答弁すべ

きである。

オ 異議申立人に各部署の答弁書が届いた時点で、異議申立人は答弁書において反論
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する。

カ 異議申立人と各部署の言い分が終了した時点で決定書を異議申立人と各部署に送

付する。また、処分庁が審議会等に諮問をする場合、処分庁は異議申立人と各部署

に諮問した旨を通知する。

キ 処分庁は審議会等に諮問した内容を各部署と異議申立人に送付する。

ク 処分庁が諮問した審議会等から処分庁と異議申立人に答申書が送付される。

ケ 処分庁は審議会等の答申書を基に決定書を異議申立人と各部署に送付する。

コ アからケの順番に処理するよう改善を要求する。

第３ 実施機関の主張要旨

実施機関の開示決定等理由説明書における主張を要約すると、おおむね次のとおり

である。

(1) 本件請求に係る公文書を保有していないとして非開示決定したことは妥当である。

(2) 公営住宅の入居対象世帯には、一般世帯と障害者等特に居住の安定を図る必要があ

る裁量階層世帯があり、裁量階層世帯に該当する身体障害者、精神障害者及び知的障

害者の障害の程度（以下「障害の程度」という。）については、障害者基本法（昭和

４５年法律第８４号）、公営住宅法施行規則（昭和２６年建設省令第１９号）、栃木

県県営住宅条例（平成９年栃木県条例第１号）及び栃木県県営住宅条例施行規則（平

成９年栃木県規則第２１号）の規定に基づき記載したものであり、本件請求に係る公

文書は作成していない。また、これらの法律等は官報及び栃木県公報に登載されたも

のであり、条例第２条第２項ただし書の規定により、公文書には当たらないものであ

る。

第４ 審査会の判断

１ 判断に当たっての基本的な考え方

条例は、地方自治の本旨にのっとり、県民に公文書の開示を請求する権利を保障す

ることにより、県が県政に関し県民に説明する責務を全うするようにするとともに、

県民の県政への参加を推進し、もって一層公正で開かれた県政の実現に寄与すること

を目的に制定されたものであり、原則公開の基本理念の下に解釈し、運用されなけれ

ばならない。

当審査会は、この基本的な考え方に立って本件諮問事案を調査審議し、県民の公文

書の開示を求める権利が侵害されることのないよう条例を解釈し、以下のとおり判断

するものである。

２ 具体的な判断

(1) 対象公文書について

本件開示請求は、本件申込案内に記載された裁量階層世帯の対象となる身体障害

者、精神障害者及び知的障害者の各障害の等級がわかる文書である。
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実施機関は、本件公文書は保有していないため不存在であると主張しているため、

当審査会としては、本件公文書の保有の有無について検討した。

(2) 本件公文書の保有の有無について

実施機関は、障害の程度については、障害者基本法、公営住宅法施行規則、栃木

県県営住宅条例及び栃木県県営住宅条例施行規則等の規定に基づき記載したもので

あり、本件開示請求に係る公文書は作成していないと説明している。

当審査会では、実施機関の説明のとおり、これらの法令等には、公営住宅法（昭

和２６年法律第１９３号）において入居者資格として規定されている裁量階層世帯

に該当する身体障害者、精神障害者及び知的障害者のそれぞれの等級が定められて

いたこと、また、その内容が本件申込案内中に記載されていることを確認した。

このようなことから、障害の程度に係る情報は、法令等の規定に基づき記載した

ものであり、本件公文書は作成されていないと判断することができる。

なお、これら法令等の規定に基づき記載したとの実施機関の説明から、当該法令

等が、本件開示請求の対象となる公文書に該当するかについて検討したところ、こ

れらは、官報あるいは栃木県公報に登載され、公布されたものであり、条例第２条

第２項ただし書に該当するものであるため、開示請求の対象となる公文書にはなら

ないものである。

したがって、本件開示請求に対して、本件公文書は保有していないとして非開示

決定をしたことは妥当である。

(3) その他の異議申立人の主張について

異議申立人は、非開示決定の取消し以外についても主張しているが、これら主張

は、いずれも本件異議申立ての対象となる処分とは関係のないものであり、審査の

対象とはならないものである。

３ 結論

以上のことから、当審査会は冒頭の「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。

４ 審査会の処理経過

審査会の処理経過は、次のとおりである。

年 月 日 処 理 内 容

平成22年 1月 7日 ・諮問書の受理

平成22年 1月20日 ・開示決定等理由説明書の受理

平成22年 1月22日 ・審議（経過等説明）

（第220回審査会）

平成22年 2月26日 ・審議

（第221回審査会）
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